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矢吹 堆洋 
 
はじめに 
 
1990 年代以降、シティズンシップ教育をめぐる議論が世界的に盛んになされている（1）。そ
の一つの要因は、グローバリゼーションにある。グローバリゼーションの進展によって、これ
まで一国内で完結していた事柄が地球規模で判断が求められるようになり、グローバル市民と
して自覚を持った市民の育成が期待されようになった。また EU の誕生も影響している。東西
冷戦体制の終結よって東欧諸国が民主化し EU が誕生して一体化が進む中、EU 市民としての
自覚を持った市民の育成を図る動きが活発化している。国民国家の枠内で生じている新たな課
題も要因となっている。グローバリゼーションに伴う国境の相対化の中で、国民としてのアイ
デンティティの再構築が進められている。そして先進国の若者に共通する政治や社会問題に対
する無関心の増大、反社会的行動、規範意識の低下が問題とされ、若者に責任ある態度や社会
規範を身につけさせる要求が増加している。こうした社会の構造的な変化や若者をめぐる問題
に対し、時代の変化に対応した次世代を担う人材を育成するものとして、シティズンシップ教
育がその役割を期待されるようになったためである。シティズンシップの概念は、市民権や市
民としての資格・義務といった法的地位、さらに市民性や市民意識、市民としての資質など多
様な意味を含むが、シティズンシップ教育には、社会の構成員である市民として備えるべき資
質の育成が期待される。イギリスでは、ブレア政権の下、2002 年に、将来、市民社会の成員と
なる児童生徒に対して、市民社会で生きていく上で必要な知識や価値、生活スキルを体得した
活動的な市民的を育てるための教科として「シティズンシップ」が中等教育段階で必修化され
た（2）。 
このような世界的な動きの中で、我が国でもシティズンシップ教育への期待が高まり、政府
機関の文書にもそれが示されている。経済産業省の「シティズンシップ教育と経済社会での人々
の活躍についての研究会」は 2006 年 3 月に報告書を出し、シティズンシップを「多様な価値
観や文化で構成される社会において、個人が自己を守り、自己実現を図るとともに、よりよい
社会の実現に寄与するという目的のために、社会の意思決定や運営過程において、個人として
の権利と義務を行使し、多様な関係者と積極的（アクティブ）に関わろうとする資質」と定義
づけ、この資質を育成するためにシティズンシップ教育を求め、その枠組みと具体的なプログ
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ラムを示した（3）。また総務省の「常時啓発事業のあり方等研究会」も 2011 年 12 月に報告書
を出し、グローバリゼーションの進展とともに環境問題、財政、少子化、社会保障などの深刻
な社会問題に直面し対応が求められているにもかかわらず、これからの時代を担う若者の間に
社会的知識欠如や政治・選挙離れが進行しており、その主たる原因が学校教育で政治教育をタ
ブー化あるいは回避してきたことにあり、今後シティズンシップ教育の考え方を導入し「政治
的リテラシー」（政治的判断力や批判力）を育てるべきであるとし具体的方策を示している（4）。 
こうした動きに呼応し、シティズンシップ教育を実践する学校が出てきている。例えば品川
区は、若月秀夫教育長の下、全国に先駆け学校選択制の導入や小中一貫教育などの教育改革を
進めているが、その一環として区立小中一貫校に市民性を育成する独自の教科として「市民科」
を設置し、2006 年度より実施している。道徳、総合的な学習の時間、特別活動を一つにまとめ
たもので、基本的生活習慣、規範意識、社会的行動力、市民意識の醸成などのねらいが掲げら
れている（5）。御茶ノ水女子大学付属小学校では、2001 年度より、従来の社会科を再構成し、
小学校 3 年生から 6 年生までを対象とした新しい教科「市民」を設置した。将来、子どもが社
会に積極的に参加できる力を付けるため、社会的論争問題や時事問題を取り上げ、児童が価値
判断や意思決定を行い、さらに討論を通じて学級内での合意を図る取組みが行われている（6）。
東京都で初めての義務教育学校の民間人校長として話題になった藤原和博が校長を務めた東京
都杉並区立和田中学校では「よのなか科」を設置し、2003 年度から実施している。これまでの
社会科が生徒に身近なものを取り扱ってこなかったことを批判し、総合的な学習の時間を利用
しながら、自分の身近な視点から世の中の出来事や仕組みを扱い、21 世紀の情報社会を生き抜
くために必要な力の育成を図る試みが行われている（7）。 
グローバリゼーションの進展、若者の政治や社会問題に対する無関心、規範意識の低下など、
他の先進国と共通の課題を抱える我が国も、シティズンシップ教育に期待して本格的に導入を
図りつつあるが、他の国々と異なり「公共の精神」が強調され、若者を奉仕活動やボランティ
ア、社会行事、さらにはイベントへの動員をねらったもので、政治や社会問題に対する無関心
を改善し若者の政治参加を実現するものになっておらず、参加能力を形成し有権者として育て
ようとしていないと批判されている（8）。また国際的には、1989 年に国連で採択され、1994 年
には我が国も批准した子どもの権利条約第 12 条（意見表明権）などを根拠に、子どもの権利
として参加が捉えられ、これを実現する方向で議論が進められているが、この側面も十分認識
されていないことも問題とされている（9）。 
こうした中、神奈川県では 2007 年から県立高校全校でシチズンシップ教育の取組みが始ま
り、2011 年度からは全県立高校で実施されている。これは全県立高校を対象とした初めての本
格的な取組みである。神奈川県のシチズンシップ教育は、当時の松沢成文県知事の発案による
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もので、若者の政治的無関心や投票率低下を要因としている。神奈川県のシチズンシップ教育
はまた、政治参加教育がシチズンシップ教育の一つの柱となり、そこでは模擬投票などが行わ
れる。この取組みが、日本のシティズンシップ教育の課題とされている「政治的リテラシー」
の育成につながるのか。また高校生の政治参加能力を育成するものになっているのか興味深い。 
そこで本稿は、全県立高校を対象とした最初の本格的な取組みである神奈川県立高校のシチ
ズンシップ教育の政治参加教育に焦点を当て内容を検証し、その課題を明らかにし、今後のあ
るべき方向を提示したい。そのためにまず、シチズンシップ教育が導入された経緯と背景要因
を探り、導入に大きな役割を果たした松沢前知事のねらいを確認する。そして神奈川県立高校
のシチズンシップ教育の概要を把握した上で、同県のシチズンシップ教育の中心となる模擬投
票をめぐる学習を考察する。さらに模擬投票以外の政治参加教育の一つで、シチズンシップ教
育導入段階から実践研究校として活動してきた県立深沢高校が独自に開発した「課題解決プロ
グラム」を検討する。最後に、政治参加教育を参加論の観点から考察して問題点を指摘し、高
校生の政治参加能力を形成するために、今後、政治参加教育をどのように進めるべきか考えた
い。 
なお、市民性の育成を図る教育については、「シティズンシップ教育」と表記されるが一般的
であるが、神奈川県は意図的に「シチズンシップ教育」としていることから、本稿でも神奈川
県のそれに言及するときは後者の表記を用いることにする。 
 
（1）世界各国のシティズンシップ教育の動向を紹介したものとして、嶺井明子編著『世界のシティズン
シップ教育―グローバル時代の国民/市民形成』東信堂 2007 年 
（2）武藤孝典他「Ⅳ．イギリスの学校における社会性の教育と市民性の教育の発展」武藤孝典・新井浅
浩編著『ヨーロッパの学校における市民的社会性教育の発展―フランス・ドイツ・イギリス―』2007
年 264-338 頁 
（3）経済産業省「シティズンシップ教育と経済社会での人々の活躍についての研究会報告書」平成 18
年 3 月。最近では、自民党を中心にシティズンシップ教育の中心教科として新たに「公共」を設置す
る動きも見られる。 
（4）総務省「常時啓発事業のあり方等研究会（最終報告書）」平成 23 年 12 月 
（5）若月秀夫編著『品川発「市民科」で変わる道徳教育―なぜ、あたり前のことができなくなったのか』
教育開発研究所 2009 年 
（6）刈谷剛彦他『杉並区「和田中」の学校改革―検証地方分権化時代の教育改革』岩波ブックレット
No.738 2008 年 
（7）水山光春「日本におけるシティズンシップ教育実践の動向と課題」『京都教育大学教育実践紀要』
第 10 号 2010 年 24 頁。御茶ノ水女子大付属小学校「平成 20 年度研究開発実施報告書（要約）」 
（8）小玉重夫『シティズンシップ教育の思想』白澤社 2003 年 173 頁。この他、高校教師の経験か
ら、日本の政治教育の問題点を指摘したものとして、高元厚憲『高校生と政治教育』同成社 2004 年 
（9）園田雅春「第 6 章 シティズンシップと学校教育」中山あおい他『シティズンシップへの教育』新
曜社 2010 年 155 頁以下参照。 
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1．神奈川県立高校へのシチズンシップ教育導入の経緯と根拠 
 
はじめに、神奈川県の全県立高校にシチズンシップ教育が導入された経緯とその理由を見て
おこう。 
 
（1）導入の経緯 
神奈川県立高校へのシチズンシップ教育の導入は、2005 年 6 月に知事部局によって政治学
や社会科教育関連の研究者を中心とした「若年層の政治参加の促進に関する研究会」が設置さ
れたこと始まる。この研究会の設置は、当時の松沢成文県知事の意向を受けたもので、国政及
び地方選挙の投票率の低迷・低下状況の中で、特に若年層に投票の意義を認識させ、投票行動
に結びつけるための具体策が検討された。同研究会は、12 月に「若年層の政治参加の促進に関
する提言」を提出する。提言は、高等学校における民主主義教育を推進するため各学校でカリ
キュラム開発ができるよう教育委員会が環境整備を行うこと、また高校生が投票とその効果を
実感できるように生徒会選挙を活用すること、そして投票行動を実体験する模擬投票のモデル
を検討・作成するというものであった（1）。 
この提言を受け、神奈川県教委は、2006 年 12 月に深沢高校、相模原高校、横浜平沼高校、
厚木高校、相模原総合高校の 5 校で構成するシチズンシップ教育推進のためのカリキュラム開
発を行う「シチズンシップ教育に関する研究会」を設置し、シチズンシップ教育についての研
究が本格的に開始する。ここではとくに、2007 年 7 月の参議院議員通常選挙に合わせて試験
的に実施される模擬投票の方策が検討された（2）。 
一方、県教委は、文部科学省「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議」に
よる「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書」（2004 年 1 月 28 日）
を受け、「かながわキャリア教育実践推進プラン－県立高校におけるキャリア教育の取組－」を
策定し、2005 年度から 2007 年度までの 3 年間、県立高校でキャリア教育推進事業の取り組む
ことを決定する（3）。さらに県教委は、2007 年 3 月に 2008 年度から全県立高校でのキャリア
教育の完全実施に向け、2005 年度及び 2006 年度のキャリア教育推進事業の取組みを総括し、
かつ今後の方向性を示した「かながわキャリア教育実践ハンドブック」（以下、新ハンドブック）
を作成する。ここでキャリア教育とシチズンシップ教育の関係が言及される。新ハンドブック
は、「Ⅰ かながわキャリア教育実践推進プランの取組み状況」と「Ⅱ 積極的に社会に参加する
ための能力と態度を育成する実践的な教育（シチズンシップ教育）の推進」の 2 つの大きな柱
からなる。「かながわキャリア教育実践推進プラン」策定後に生じた新たな課題として、積極的
に社会に参加するための能力と態度を育成する実践的な教育（シチズンシップ教育）を挙げ、
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キャリア教育の一環としてこれを実施する必要性が述べられる。 
このシチズンシップ教育を県立高校で推進するため、2007 年度からシチズンシップ教育推進
事業を展開する（4）。この事業は、県教委が県立高校の教育力向上を図るために進める政策の一
つで、シチズンシップ教育のプログラム開発、各校での展開、環境づくり、教員の資質向上な
どが取り組まれた（5）。神奈川県では、1999 年 11 月に「県立高校改革推進新計画」を策定し高
校改革を推進してきた。さらに県教委は、2007 年 4 月から「学力向上及び特色ある県立高校
づくり推進事業」を実施し、①確かな学力の向上、②協働による教育活動の展開推進、③これ
からの社会に対応する特色ある教育の 3 つ柱を掲げ、それぞれ学校を指定して先進的な取り組
みを行うこととした（6）。この事業の一つとして先進的教育活動を行うシチズンシップ教育の実
践研究校に 8 校が指定され、その成果を指導資料として公表することが求められた（7）。3 つの
テーマとは、①市民活動に対する理解や実践、模擬投票、模擬裁判などをとおした社会の仕組
みに対する実践的理解を促進する「社会参加や政治意識を高める教育」、②消費者教育や企業の
社会的責任、お金との付き合い方などの「経済・金融教育」、③社会規範意識の育成、人間とし
ての在り方生き方、人間の尊重や他者との共生などの道徳教育を中心とする「モラル・マナー
教育」である。8 校は 3 つのテーマに分かれ研究を進めた（8）。これらの実践研究校はまた、公
民科、総合的な学習の時間、特別活動においてそれを行い、社会体験的な活動を取り入れ、家庭、
地域、NPO、企業などとの連携を図ることが求められた（9）。 
その後、県教委は、2011 年に国立教育政策研究所研究員、大学教授、県ＰＴＡ連合会会長、
実践研究校校長、教育局担当者らをメンバーとする「シチズンシップ教育推進プロジェクト会
議」を設置し、指導計画や指導資料等について検討を開始する（10）。同年 11 月 26 日に記者会
見を行い、シチズンシップ教育をこれからの社会を担う自立した社会人を育成するために、「積
極的に社会参加するための能力と態度を育成する教育」と定義し、その教育内容を①政治参加
教育、②司法参加教育、③消費者教育、④道徳教育の 4 本柱として全県立高校での実施を決定
したこと、また 2010 年 7 月に全県立高校で模擬投票を実施し、2011 年度からシチズンシップ
教育を本格実施することを発表した。 
県教委は、同年 2 月 25 日に「シチズンシップ教育 指導用参考資料」（以下、指導用参考資
料とする）を作成して全校に配付する。そして 4 月から、全県立高校でのシチズンシップ教育
の本格実施されている。 
 神奈川県立高等学校のシチズンシップ教育は、以上の経過を経て実施されている。 
 
（2）導入の要因 
 神奈川県が全県立高校にシチズンシップ教育を導入することになったのは、どのような理由
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からであろうか。 
「指導用参考資料」は、導入として大きく 2 つの要因を挙げている（11）。一つは現代の若者
をめぐる問題であり、もう一つは外的な社会情勢である。一つ目の若者をめぐる問題について、
変化が激しい社会の中で、若者たちが社会的、経済的自立に問題を抱えていること、また若者
の投票率の低下し、政治、社会、経済活動に関する知識不足していること、さらに規範意識や
マナーの低下傾向あることを挙げ、これらを改善する必要があるとしている。そして社会情勢
については、世界的に成人年齢を 18 歳とする国が増加傾向にありわが国でも引き下げの議論
があること、2007 年に「日本国憲法の改正手続きに関する法律」いわゆる「国民投票法」が制
定され投票権者が 18 歳以上とされたこと、そして 2009 年からの裁判員裁判制度が導入された
ことを挙げている。 
 こうした中で、学校教育は現在および次世代の社会の担い手を育成する役割があり、そのた
めにシチズンシップ教育を導入し、人とつながり、社会とかかわり、社会的知識を身に付けさ
せ、社会の課題を自分の課題として考える力や自分の意思で行動できる能力と態度の育成を図
ることにしたとしている（12）。 
 
（1）神奈川県立総合教育センター「＜高等学校＞かながわシチズンシップ教育ガイドブック（平成 23
年度研究）」平成 24 年 3 月 94 頁 
（2）同上 84 頁 
（3）同 82-84 頁 
（4）神奈川県教育委員会教育局教育指導部高校教育企画課「かながわキャリア教育実践ハンドブック―
平成 20 年度からの全県立高校における展開に向けて―」平成 19 年 4 月 17 頁 
（5）神奈川県立総合教育センターホームページ http//www.edu-ctr.pref.kanagawa.jp/ 
（6）前掲注(1)86 頁 
（7）同上 85 頁 
（8）同 87 頁 
（9）同 85 頁。これとは別に、県教委は、2009 年 3 月に小学校、中学校、高等学校、特別支援学校を
対象とした「『シチズンシップ教育』推進のためのガイドブック」を発行し、シチズンシップ教育の目
的、方法、実践例の紹介している。このガイドブックは、同県の小学校、中学校、高等学校、養護学
校の及び神奈川県立総合教育センターの関係者によって作成されている。 
（10）同 90 頁 
（11）神奈川県教育委員会教育局教育指導部高校教育企画課「シチズンシップ教育 指導用参考資料」
平成 23 年 2 月 1 頁 
（12）同上 2 頁 
 
2．松沢成文前神奈川県知事とシチズンシップ教育 
 
神奈川県立高校のシチズンシップ教育は、直接には当時の松沢成文知事の発案によって導入
されたものであった。中でも 2007 年 7 月に試験的に実施され、その後 2010 年から参議院議
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員通常選挙に合わせ全県立公立高校で実施されている模擬投票は、松沢知事の意向が強く反映
されたものである。ここでは知事が、どのような考えで模擬投票の導入を求めたのか明らかに
したい。 
 
（1）松沢前知事の略歴 
松沢前知事がシチズンシップ教育を推進する役割を果たしたのは、彼の経歴に由来する。彼
の経歴を簡単に確認しておこう。 
1982 年に大学卒業後、政治家を目指して松下政経塾に入る。その後、塾生のまま 1984 年に
アメリカ合衆国に渡り、ワシントン DC で連邦下院議員のスタッフとして活動する。1885 年に
はメリーランド州司法長官のスタッフとして活動するとともに、米国の地方自治について研究
する（1）。帰国後、1987 年 4 月に行われた神奈川県議会議員に 29 歳で立候補し議員として初当
選を果たす。1993 年には神奈川 2 区より衆議院議員に立候補当選し、その後、衆議院議員を 3
期務める。そして 2003 年に神奈川県知事に立候補して当選する。2007 年に神奈川県知事に再
任され 2 期目に入る。2011 年 3 月東京都知事への立候補を表明するも、当時の石原都知事の
再出馬により断念する。同年 4 月に任期満了によって知事を退任した。2013 年 7 月の参議院
議員通常選挙にみんなの党から立候補して当選し、現在、参議院議員を務めている（2）。 
 
（2）参議院文教委員会での神奈川県立高校への模擬投票導入に関する発言 
松沢議員が参議院文教委員会において下村博文文部科学大臣に対して行った質疑の中で、神
奈川県立高校への模擬投票導入の経緯とねらいを述べている。内容は以下のようなものである。 
 
①国政選挙及び地方選挙における若年層の低投票率に対する懸念 
まず現在の選挙における投票率の低下を嘆き、文部科学大臣に次のような質問している。公
職選挙における投票率が年々下がり続けている。2012 年 12 月の衆議院議員総選挙では投票率
が 59.32％、特に 20 代の投票率が 37.89％である。自分が当選した 2013 年 7 月の参議院議員
通常選挙の投票率は 52.61％で、20 代の投票率が 33.37％にとどまり、平成に入ってからの参
議院議員通常選挙でも 20 代の投票率は常に 30％台と低いままである。地方選挙はさらに酷く、
例えば川崎市長選挙はこれまでおおよそ 36％台であったが、2013 年 10 月の選挙は投票率が約
32.83％に低下し、かつ 20 歳代は 16.25％と 6 人に１人、30 歳代でも 26.39％で 5 に１人しか
選挙に行かない数字である。このように国民や住民が、政治や行政、国やまちのことにほとん
ど関心がなくなっており、とくに若年層の低投票率が著しく低く、日本の民主政治が危機的の
状況にあると投票率低下の問題点を指摘している（3）。 
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②低投票率の要因に対する考え 
この低投票率の原因について、政策を分かりやすく示せない政治にも責任があることを認め
つつ、その主要因を今の日本の学校教育に求める。学校では、みんなが政治に参加し民主主義
を維持するために投票権があること、そして政治に参加する最大の機会が選挙で、その選挙の
際にしっかり候補者と政策をみて選挙権を行使する必要があるという政治参加の重要性が全く
教えられていないところに問題があるとする。さらに続けて、学校で政治が教えられていない
というより、むしろ日本の学校現場が政治を遠ざけてきた。確かに学校教育の政治的中立性の
観点から偏向教育は絶対あってはならないが、選挙の際に候補者の政策を見て自分で判断し投
票することが重要であるにもかかわらずこれが教えられていない。このように、政治が遠い存
在で自分とは関係ないという意識で 20 歳になっているところに最大の問題があるとした（4）。
これでは 20 歳になって急に選挙権があるといっても関心を示さないのは当然だとしている。 
 
③選挙と教育をめぐる諸外国の事例について 
そして彼が若いころに渡米し、現地で政治家の選挙応援をした経験によって得た知見から、
子どもたちが政治に関わる機会を設けている諸外国の事例を挙げる。 
まずコスタリカの例を挙げ、4 年に 1 度の大統領選挙では、常に 70％から 80％の高い投票
率で、その最大の要因は模擬投票にあるとする。同国では 18 歳以上が有権者となるが、18 歳
以下でも投票が行われる。また子どもを持つ親は大統領候補者の党大会に子どもを連れて行き、
選挙の際に子どもを連れて投票に行くことが義務付けられている。投票の際、親は有権者用の
投票箱に投票し、そして子どもも子ども用の投票箱に投票する機会が与えられている。有権者
の投票結果だけでなく 18 歳以下の投票の結果も公表し、有権者用のそれと比較し議論するこ
とも行っている。このようにコスタリカでは、子どもの頃から様々な政治活動や投票活動に参
加させているとしている。 
次にアメリカ合衆国の例を挙げ、同国では大統領選挙の際に高校生を対象としたモックエレ
クションという模擬投票が行われ、本選挙の 2、3 日前に投票結果が公表される。また同国で
は、政府の選挙支援委員会が、大統領選挙の際に補助金を NPO に出し、その団体が模擬投票
の仕組をつくり各学校で実施しているとしている。 
さらにカナダでは、政治家が学校に出向いて生徒の質問を受ける。教師は家に帰り親と意見
を交換することを宿題に出し、それを基に教室でディベートを行うなどの活動が行われている
としている。 
この他、ドイツ、イギリス、フランスでも、学校、家庭、地域社会が連携して選挙に参加す
ることの重要性を教えているとしている（5）。 
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諸外国では、選挙が単なる投票で終わらず、この機会を利用して家庭、学校、地域が一丸と
なって政治について議論することで政治的に成熟した国民を育てようとしている。民主政治を
作り上げる重要性を学校教育や社会の中でしっかり教えていることが投票率の上昇につながっ
ており、日本にもこうした仕組みが必要ではないかとしている。 
 
④神奈川県立高校の模擬投票を全国の高校に拡大する要求 
こうした考えから、神奈川県知事時代に全県立高校を対象とした模擬投票の仕組づくりを求
め、それが行われるようになったと理由を述べている。そして神奈川県の模擬投票をめぐる政
治参加教育の具体的な説明を行った後、18 歳に選挙権与えるという議論がある中、模擬投票を
カリキュラムの中に位置づけ政治参加教育として全国の高校に広げるべきではないかと質問し
ている（6）。 
 
以上のように、松沢前知事は、国政選挙及び地方選挙の低投票率、とくに若年層の低投票率
を問題視していた。そしてその最大に原因を学校における政治教育の在り方にあると考えてい
た。日本では政治教育が十分行われていない。というよりむしろ、学校教育から政治を排除し
てきたことが最大の問題であるとしている。諸外国では、家庭、学校、地域社会が子どもに政
治に触れさせる機会をつくろうとしていること、また学校もその努力をしていること、日本に
もこうした仕組みや制度が必要で、特に学校教育では、高等学校のカリキュラムに政治参加教
育を導入し、これをきっかけに政治参加を促す学習を実施する必要性があるとした。その機会
として模擬投票が考えられ、参議院議員通常選挙を活用し行うべきで、その際には実施前に事
前学習を行うことも重要であると述べている。これらのことが投票率を上げ、選挙の際にはしっ
かり候補者と政策を見て選挙権を行使することが行われるようになるとしている。 
このように、彼の 1984 年から 1985 年の間のアメリカ合衆国での経験が、神奈川県の県立高
校へのシチズンシップ教育の導入に大きく影響していることがわかる（7）。 
 
（1）彼のアメリカ合衆国での選挙応援の経験をまとめたものとして、松沢成文『この目で見たアメリカ
連邦議員選挙』中公新書 1986 年 
（2）松沢しげふみ公式サイト http://www.matuzawa.com/profile/background.html 
（3）参議院第 185 回文教委員会議事録（2013 年 11 月 23 日）1-2 頁 
（4）同上 2-3 頁 
（5）同 4-5 頁 
（6）下村博文文部科学大臣も、松沢議員の考えに賛同して次のように述べている。ある大学での経験と
して、選挙年齢 18 世引き下げをめぐるテーマをめぐり賛成と反対に分かれて議論する企画に参加した
とき、選挙権を権利ではなく義務と考え、そのような選挙権は必要なく、押しつけられるのは迷惑だ
と考える大学生が多数おり、選挙権を行使したいと考えている大学生は圧倒的に少ないことに驚いた
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こと、選挙権獲得の歴史が全く理解されておらず、このままでは将来の民主主義が危うくなってしま
い、民主主義社会では一人一人が国を支える主権者であることや、投票権を行使することの大切さを
発達段階に応じて教えていく必要があり、その意味で教育は重要であるとしている（前掲注（3）3 頁）。 
（7）降旗直子・古田雄一「政治的シティズンシップ教育実践の導入アプローチとその帰結―神奈川県を
事例として―」『東京大学大学院教育行政学研究科教育行政学論叢』第 32 号 2012 年 98-99 頁 
 
 
3．神奈川県立高校のシチズンシップ教育の概要 
 
神奈川県立高校では、シチズンシップ教育がどのように展開されているか見て行こう。 
 
（1）シチズンシップ教育の定義と目的 
神奈川県では、シチズンシップ教育を「積極的に社会参加するための能力と態度を育成する
実践的な教育」と定義している（1）。その最終目的は「これからの社会を担う自立した社会人の
育成」にあるとしている（2）。そして「社会や経済の仕組を理解・実践するために必要な知識や
技能を身につけ、社会人として望ましい社会を維持、運営していく力を養う」ことを目標に掲
げている（3）。この目標を実現するため、シチズンシップ教育を通じて育成する能力や態度とし
て「責任ある社会的な行動」「地域社会への積極的な参加」「社会や経済の仕組みについての理
解と諸課題の解決」の 3 つの柱を掲げる。「責任ある社会的な行動」とは、社会の一員として
の自覚を持ち、社会的・道徳的に責任のある行動をとることができること、「地域社会への積極
的な参加」とは、地域社会に関心を持って、積極的に社会に参加し貢献することで、そして「社
会や経済の仕組みについての理解と諸課題の解決」とは、社会や経済の仕組みの理解に努め、
社会的な諸課題の解決に主体的に取り組む能力や態度である（4）。 
 
（2）シチズンシップ教育の領域と留意点 
①シチズンシップ教育の領域 
先に触れたように、神奈川県立高校のシチズンシップ教育は、政治参加教育、司法参加教育、
消費者教育、道徳教育の 4 つ領域に分けて取り組まれている。 
政治参加教育では、模擬投票等を通じて政治と選挙について学習し、政治意識を高め、主体
的に政治に参加する意欲と態度を養う。司法参加教育では、模擬裁判等を通じて、司法制度を
理解し、主体的に司法に関わる意欲と態度を養う。消費者教育では、社会の仕組みを理解し、
社会保障や金融経済に関する理解と判断力を培い、消費者としての責務を学び、課題意識を持
ち、主体的に社会を形成する意欲や態度を養う。そして道徳教育では、モラルやマナーの意識
を高め、主体的に社会にかかわる意欲と態度を養うとしている（5）。これらの 4 領域は、各学校
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で指導計画を作成しその中に明確に位置付け、高校在学中にすべての学習ができるようにする
ことが求められる（6）。 
 
②展開上の留意点 
シチズンシップ教育を実施する際には、次の事項に配慮することが求められる。第一に、学
校の全教育活動、すなわち関連性の深い公民科の科目に限定して行うのではなく、各教科、総
合、特別活動などとの連携を図ることである。第二に、このことからシチズンシップ教育と関
連の深い教科・科目を担当する一部の教員だけでなく、全教員が共通認識を持って取り組むこ
とである。第三に、この学習は知識・理解だけでなく、体験活動、課題探究・解決活動を取り
入れることである。第四に、活動終了後には取組みを振り返る機会を設け、改善を図ることが
求められる。さらに保護者や地域住民の理解と協力を得ながら進めることも求められる（7）。 
 
（3）シチズンシップ教育で行われる主な政治参加教育 
上記のように、神奈川県立高校のシチズンシップ教育は、4 つの領域に分けて展開されるが、
本稿のねらいが子どもの政治参加能力の育成に焦点を当て考察することにあるので、ここでは
これに関連する政治参加教育に限定しその内容を見ておきたい。 
 
①模擬投票 
 神奈川県立高校で実施されている政治参加教育の中心となるのが模擬投票をめぐる学習であ
る。参議院議員通常選挙のある年に合わせて 3 年に 1 度実施される。模擬投票だけを実施する
のではない。この前後に事前学習と事後学習が行われる。この授業は、日本の選挙制度と投票
の意義、選挙の基本原則に関する知識の習得、投票率の低下問題の考察、選挙公報や政党のマ
ニフェストを利用した政党や候補者の公約・政策の比較、これに基づく発表と討論などの事前
学習 3 時間、その後に模擬投票、そして実際の選挙結果と模擬投票の結果比較及び投票後の生
徒の意識の変化を確認する事後学習 1 時間という流れで行われる（8）。詳細については後で触れ
る。 
 
②「かながわハイスクール議会」 
 各学校でシチズンシップ教育を実践する際の参考とするために作成された「指導用参考資料」
では、「かながわハイスクール議会」が政治参加教育の一例として示されている。これは、シチ
ズンシップ教育導入前の 2006 年度から実施されており、これを活用するものである。日本青
年会議所が主催し、夏季休暇を利用し、神奈川県議会を会場に使用して開催される。高校生が
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議員となり、神奈川県の抱える問題点や県の将来像について話し合う。県内の高校生の代表、
主に生徒会代表が参加する。2010 年度は、県立高校生 80 名、横浜市立高校生 6 名、私立高校
14 名の計 100 名が参加した。この 100 名は、テーマ別に 8 つの委員会に分かれて 2 日間に渡
り議論する。最終日の 3 日目には「本会議」が開催され、知事に対して質問し、知事も答弁す
る。さらに各委員会でまとめた「政策提言」が発表され採択されている（9）。 
 
③国会や議会の見学・傍聴 
このほか「指導用参考資料」では、政治参加教育として、喫緊の社会問題や各政党の主張等
について調べ話し合う活動、参議院体験プログラム、国会議事堂見学、国会参観、衆議院傍聴、
県議会・市議会などの見学・傍聴などを挙げている（10）。さらに生徒会役員選挙を実際の選挙
に近づけた実施などが示されている（11）。 
 
④各校が独自に開発・実施する政治参加教育 
参議院議員通常選挙が実施されない時期、いわゆる端境期に行われる政治参加教育は各学校
に委ねられている。各校が独自に工夫し政治参加意識を向上させる取り組みを行う。 
2010 年度から 3 年間シチズンシップ教育活動開発校の指定を受けて活動した湘南台高校は、
「総合的な学習の時間」を利用して、参議院議員通常選挙が行われない時期に「高校ハイスクー
ル議会（模擬議会）」を実施している。先の「かながわハイスクール議会」と異なり、イベント
的の要素は少ない。まちづくりの視点から、県の施策や身近な課題をテーマに討議する授業で
ある。事前学習を行った後、実際の議会のように委員会審議を経て、本会議での討論、採択を
行うという流れで行われる。審議するテーマは、太陽光発電の推進、消費税 10％への増税、ご
み袋の有料化などである。ただしそのテーマは、生徒ではなく担当者会議の教員によって選ば
れる。全配当時間は 4 時間である。具体的には、以下のようである。第 1 時に事前学習として、
政治参加の意義、議会制民主主義、議会の仕組みを学習、第 2 時に議案の作成、委員会採択の
ロールプレイのためのシナリオ作成、第 3時に模擬委員会でのロールプレイ、模擬本議会の準備、
最後の第 4 時に模擬本議会でのロールプレイ、単元の振り返りが行われる（12）。 
同じくシチズンシップ教育活動開発校の指定を受け活動した深沢高校も公民科「現代社会」
に関連付けて「課題追究プログラム」という地域に密着した課題探究型学習を独自に開発して
展開しているが、これについては後で詳しく言及する（13）。 
（1）神奈川県教育委員会教育局教育指導部高校教育企画課「かながわキャリア教育実践ハンドブック―
平成 20 年度からの全県立高校における展開に向けて―」平成 19 年 4 月 18 頁 
（2）神奈川県教育委員会教育局教育指導部高校教育企画課「シチズンシップ教育 指導用参考資料」平
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成 23 年 2 月 1 頁 
（3）神奈川県立総合教育センター「＜高等学校＞かながわシチズンシップ教育ガイドブック（平成 23
年度研究）」平成 24 年 3 月 85 頁 
（4）前掲注(2)2 頁 
（5）同上 
（6）同 7 頁 
（7）同 
（8）同 11 頁 
（9）同 35 頁 
（10）同 34-35 頁 
（11）同 30 頁 
（12）川口栄一「神奈川県立湘南台高等学校・良き市民としての自己実現に向けたシチズンシップ教育
の取組」『中等教育資料』平成 25 年 11 月号 26-31 頁及び前掲注(1)6-12 頁参照。 
（13）前掲注(1)13-17 頁 
 
 
4．政治参加教育としての模擬投票 
 
神奈川県立高校のシチズンシップ教育における政治参加教育の中心は、模擬投票をめぐる学
習である。「現代社会」「政治・経済」「特別活動」「総合的な学習の時間」の展開例が示されて
いる。ここでは「現代社会」を例に、どのような学習内容か見て行きたい。 
 
（1）模擬投票をめぐる学習の内容 
①単元構成 
模擬投票をめぐる学習では、模擬投票だけが行われるわけではない。先に見たように、その
前後に必ず事前指導と事後指導の実施が求められている。「現代社会」や「政治・経済」だけで
なく、「特別活動」や「総合的な学習の時間」と関連させて実施する場合も同様である。「指導
用参考資料」に示された「現代社会」の単元構成は、以下の通りである（1）。 
 
◇「現代社会」における模擬投票の単元構成（全 4 時間） 
・第 1 時…日本の選挙制度と投票の意義、選挙に関する基本原則 
・第 2 時…政党政治、投票率の低下 
・第 3 時…各政党及び候補者の資料収集・分析・まとめ・討議、模擬投票実施上の諸注意 
＊模擬投票 
・第 4 時…模擬投票と実際の投票結果の比較、投票後の自分の意識の変化確認 
上記のように、単元は 4 時間配当で、間に模擬投票が入る。事前学習 3 時間、模擬投票、事
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後学習 1 時間という流れである。事前学習と事後学習は、必ず行わなければならない。そこに
は、政治と選挙の意義や問題点の理解、選挙に関する情報収集・分析・まとめ・討議などの主
体的活動、振り返りを内容として含めることが求められる（2）。事前学習でも、最初の 2 時間は
教師の解説が中心となる。第 3 時は生徒中心の学習で、自ら収集した資料を基に各政党や候補
者の主張の分析をワークシートにとまとめ、その中から若者に身近な問題を取り上げ話し合い、
その後に教師が模擬投票実施上の注意事項を確認する（3）。 
 
②模擬投票に関する学習のねらいと実施する選挙 
模擬投票に関する学習のねらいは、実際に近い模擬投票を経験することによって投票方法や
投票の視点などを実践的に学び、政治に対する関心を高めることにある。またこれによって地
域の課題や社会の問題に関心を持つ契機とし、政治参加（選挙）への動機づけとすることなど
が挙げられている（4）。 
この学習の中心となる模擬投票は、原則として参議院議員通常選挙が実施される年に行われ
る。理由は、この選挙が 3 年に 1 度定期的に実施されるためである。同じ国政選挙に衆議院議
員総選挙があるが、これに関連づけた模擬投票は行われない。衆議院には解散があり、いつ選
挙がいつ実施されるか不明確で、指導計画を作成することが難しいという理由である。ただし
全県立高校を対象には実施しないというだけである。各校が工夫して実施することまで禁止し
ていない。シチズンシップ教育実践研究校の中に衆議院選挙に関連付けた模擬投票の学習計画
を作成した例がある（5）。残念ながら、模擬投票が夏季休業中にかかることを理由に実施は断念
された。県知事及び県議会議員選挙も、同じ理由から同様の扱いとなる。この点については、
疑問が無いわけではないので後で触れたい。市長及び市議会議員選挙については「指導用参考
資料」で何も言及されていないが、県立高校の場合、学校ある市町村の枠を越えて通学してい
る生徒が多数いることを理由に、その自治体の選挙に関心が薄い生徒が多いと見なされ、対象
から除外されているようである（6）。 
模擬投票は、これまで参議院議員通常選挙に合わせて 3 回実施された。第 1 回は、2007 年 7
月の選挙に合わせた模擬投票である。これは全県立高校に導入する前に試験的に実施されたも
ので、シチズンシップ実践研究校 4 校で実施された。2 回目は、2010 年 7 月の選挙に合わせて
実施された。これは全県立高校で実施された最初の模擬投票である。これ以降、全県立高校で
実施され、3 回目は 2013 年 7 月の選挙の際に実施された。 
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③模擬投票の方法 
模擬投票は、次のように行われる。2006 年 12 月に発足した神奈川県「シチズンシップ教育
に関する研究会」は、2007 年 7 月の参議院議員通常選挙に合わせて第 1 回の模擬投票を試験
的に実施するため「留意事項」を作成したが、この中に実施方法が含まれている（7）。 
投票は、実際の投票日の前日までに実施する。生徒の自主性を生かすため、昼休みあるいは
放課後に行う。実際に選挙の雰囲気を感じさせるよう、投票箱は選挙管理委員会から借りて本
物を使用する。教員２名が投票の管理を行う。１名が受付を担当し、有権者リストとの照合に
よる本人確認と投票用紙の手交を行い、他の 1 名が投票箱を監視する（8）。実際の選挙と同様に、
投票するか棄権するかの判断は生徒に委ねられる。これを担保するために、投票の有無は学習
評価の対象とせず、またこれを生徒に周知する。実際の選挙に近づけるため、評価の対象とす
ることによって投票の強制とならないよう配慮したものである。開票結果は、実際の選挙結果
が確定した翌日以降に公表する。公表の範囲は学校内にとどめ、外部への情報提供等は行わな
い。 
 
（2）事前学習及び模擬投票に対する注意事項 
模擬投票に関する学習については、学校教育の政治的中立性の観点から詳細な注意事項が示
されている。注意事項は、第 1 回模擬投票の際に示された「留意事項」と「指導用参考資料」
の中で Q&A 形式で示されている。先に触れたように、第 1 回模擬投票の際に示された「留意
事項」は、2007 年 7 月の参議院議員通常選挙が間近に迫る中、模擬投票を試験的に実施する
ため、急遽まとめられたものである（9）。この注意事項には、模擬投票と事前学習に関するもの
が含まれている。主な注意事項は、次のようなものである。 
 
①模擬投票に対する注意事項 
投票の方法についてはすでに言及したが、これはまた実施上の注意事項ともなる。 
学校・教師は、特定の政党や候補者が、生徒に自分たちへの投票を働きかけないよう注意を
払う。教師自身も、教壇を利用した政治活動の禁止との関係から、自己の立場を利用して特定
の政党や候補者への投票を働きかけることが禁止される。さらに模擬投票の実施に関して誤解
が生じないように、教育活動の一環として行う趣旨を保護者に周知することが求められる。こ
の周知は、教職員間でも求められる。投票するかどうかは、現在の選挙制度に則り投票の自由
を守るため、生徒の自主性に委ねて棄権も認めるが、これを実質的に担保するため、教師は生
徒の投票の有無を学習評価の対象とすることが禁止される（10）。 
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②事前学習に関する注意事項 
先に確認したように、模擬投票前の学習として、生徒が選挙公報、政党のマニフェスト、新
聞の特集記事を利用し、候補者や政党の公約や政策を比較し、教師から配布されるワークシー
トにまとめ、これを基に討論する活動がある。例えば「現代社会」では、第 1 時と第 2 時で教
師による政治や選挙の意義や投票率低下問題の説明後、第 3 時に配布されたワークシートを生
徒が調べて充足する。この一連の活動に関連して幾つかの注意点が示されている（11）。 
a）ワークシートの作成と記述 
ワークシート自体は教師が事前に作成したものを提示し、生徒がこれに書き込む。教師は、
生徒がワークシートに書き込む際に、どのような争点・視点を中心に行うべきか確認しておく
ことが求められる（12）。 
ｂ）ワークシートの記述作業に用いることができる資料 
資料として使用できるのは、選挙公報、各政党等のマニフェスト、新聞の選挙特集、TV 等
の情報などである。関連する情報の収集は生徒自身が行う。収集した選挙公報、各政党のマニ
フェストなどを活用して、候補者や政党の公約・政策の分析・考察・検討・比較も生徒自身で
行う。各政党の政策やマニフェスト等の資料は、選択段階で価値判断が入る危険性があること
を理由に、原則として、学校や教師が作成や配布を行うことはできない。授業実施上、資料提
供が必要となる場合には、選挙管理委員会から公的機関が公表している選挙公報を入手し配布
することが認められるが、偏ることのないようすべての候補者のものを印刷して配布しなけれ
ばならない。さらに授業で使用した後は、回収し外部に流失しないようにすることが求められ
る（13）。不明な点は、選挙管理委員会等に照会し判断して進めるなど、選挙管理委員会との連
携が求められている（14）。ワークシートの作成に関連した生徒からの質問については、価値判
断を交えたコメントをしてはならない（15）。 
ｃ）公約や政策をめぐる生徒の議論 
生徒がワークシートに基づいて討論する際には、討論の目的を明示し、かつ注目した争点や政
策を中心に行うように注意する。教師は、生徒が特定の政党や候補者の宣伝や応援演説は行わな
いように注意する。また生徒が他の生徒に影響を与える政治活動を行わないよう注意する（16）。 
ｄ）候補者や政党の公約・政策に関する質問 
候補者や政党の公約・政策に関する質問に関して、公約・政策の言葉の意味や内容の説明は
認められる。しかし公約や政策の是非、それによって予想される影響などについては、価値判
断を伴うことを理由にコメントすることが禁止される。また生徒から意見を求められても、特
定の政党や候補者を支持する発言は禁止される（17）。 
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（3）模擬投票をめぐる学習に対する評価 
 政治参加学習として行われる模擬投票をめぐる学習について検討してみたい。 
第一に、事前及び事後学習である。模擬投票を単なるイベントに終わらせないために、事前
及び事後学習が求められる。科目内容上の関連が強い「現代社会」や「政治・経済」での事前・
事後学習は比較的容易である。また「特別活動」には生徒会選挙も含まれ、「総合的な学習の時
間」も多様な内容の扱いが可能であることを考えると、内容上の問題はない。しかし担当する
教師の主たる担当科目や意欲によって差異が生じやすい。これをどうするかが問題となろう。 
第二に、選挙情報の収集・分析・まとめ活動である。情報の収集は、基本的に生徒自身に任
せられる。生徒だけの情報収集はどこまで可能だろうか。任せても可能な学校もあるが、難し
い学校も考えられる。情報の分析・考察についても同様である。収集した候補者や政党の政策
や公約に関する情報を分析・まとめることがどこまで可能であろうか。これは必ず行わなけれ
ばならない。それで授業は成り立つのだろうか。教師に許される支援策がもう少し認められる
べきではないだろうか。 
第三に、公約や政策をめぐる生徒の議論である。議論の一定の方向性を提示することは、議
論を放縦や錯綜させないためには必要である。しかしあまりにも限定してしまうと、意見が出
づらくなってします。自由闊達な議論から、意義ある意見が出てくることもあることを考える
必要もある。このバランスが重要で、十分な配慮が求められる。 
第四に、候補者や政党の公約・政策に関する質問である。これもまたあまり厳格に扱うと無
味乾燥な授業になる危険がある。教師の極端に謙抑的な姿勢は、生徒の活動にも影響を与える
ように思われる。 
第五に、授業で使用した資料の扱いである。学習後に回収することが求められているが、こ
れでは自宅に持ち帰り家族と議論をする素材とすることができなくなってしまう。ここまで厳
格にする必要があるかどうか疑問である。松沢前知事も国会の質疑で言及していたように、選
挙について家族の間で話すことは子どもが選挙に関する情報を得る上で有益であり、かつそれ
が結果として有権者である家族の投票行動へと結びつくことが指摘されている。この点から考
え、単元終了後に、使用した資料を回収するとすることに問題はないだろうか。むしろ積極的
に持ち帰ることを推奨すれば、各家庭で話し合う機会にもなるのではないだろうか。 
最後に、模擬投票を実施する選挙についてである。模擬投票は参議院議員通常選挙に合わせ
て実施するため、3 年に 1 度と極めて限られたものになってしまう。これでは 3 年に 1 度の単
なるイベントになる恐れもある。こうした状況をなくすためには、統一地方選挙の活用も検討
すべきである。統一地方選挙は、4 年に 1 度、多くは閏年の前年に実施される。全国の地方公
共団体の長及び議会議員の選挙の日程を統一して行われることから統一地方選挙と呼ばれる。
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1947 年 5 月 3 日に日本国憲法の施行を目前に控え、同年 4 月に地方自治体の首長や議会議員
の選挙が実施されたことがきっかけとなった。ただし、過去に首長の死亡や辞職、議会の解散、
市町村合併などの理由で統一的に行われない自治体もある。 
横浜市を例に、これまで行われた参議院議員通常選挙及び統一地方選挙と、今後に予定され
る選挙日程を並べてみると以下のようになる。 
 
 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 
参院 
（7 月） 
◎   ◎   ◎   ◎   ◎ 
知事・議会 
（4 月） 
●    ●    ●    ● 
市議会議員 
（4 月） 
○    ○    ○    ○ 
市長 
（8 月） 
  □    □    □   
＊本表は、横浜市選挙管理委員会ホームページ「選挙データ（各選挙における投票率）」 
http://www.city.yokohama.lg.jp/senkyo/ を参照し筆者が作成した。 
 
今後の直近の選挙では、神奈川県知事選挙が 2015 年 4 月 22 日、神奈川県議会議員選挙と横
浜市議会議員選挙 2015 年 4 月 29 日、そして横浜市長選挙が 2017 年 8 月 29 日に予定されて
いる。参議院議員通常選挙と重なる時期もあるが、2016 年 7 月に予定される参議院議員通常
選挙を挟んで、2015 年 4 月の県知事・県議会議員・市議会議員選挙、そして 2017 年の横浜市
長選挙が活用可能である。神奈川県知事の予定が 4 月 22 日、神奈川県議会議員と横浜市議会
議員選挙は 4 月 29 日で、新年度が始まって間もない時期となり、また横浜市長選挙の予定が 8
月 29日と夏季休暇中にかかるなど困難が伴う。しかしこの問題を乗り越える工夫ができれば、
これらの選挙に合わせた模擬投票が可能となる。生徒に政治の身近さを実感させる意味でも、
地方選挙の活用は重要であると考える。 
 
（1）神奈川県教育委員会教育局教育指導部高校教育企画課「シチズンシップ教育 指導用参考資料」平
成 23 年 2 月 11 頁 
（2）同上 30 頁 
（3）「政治・経済」では、これにまとめたものを各自で発表することが加わる。同 13-14 頁 
（4）「現代社会」の単元計画は、同 11 頁参照。 
（5）神奈川県立深沢高等学校シチズンシップ教育推進委員会「シチズンシップ教育実践研究（平成 21
年度報告）」5 頁及び 18-26 頁参照。 
（6）同上 5 頁 
（7）神奈川県立総合教育センター「＜高等学校＞かながわシチズンシップ教育ガイドブック（平成 23
年度研究）」平成 24 年 3 月 89 頁 
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（8）なお、2 回目以降、この投票管理を生徒自身が行うことも認められるようになった。前掲注(1)32
頁 
（9）前掲注(7)89 頁 
（10）前掲注(1)30-31 頁 
（11）同上 10-14 頁 
（12）同上 13 頁 
（13）同 31 頁 
（14）前掲注(7)89 頁 
（15）前掲注(1)14 頁及び 16 頁 
（16）同上 30-31 頁 
（17）同 31 頁 
 
 
5．神奈川県立深沢高等学校の「課題解決プログラム」 
  
参議院議員通常選挙が実施されない、いわゆる端境期のシチズンシップ教育は、各学校に委
ねられることになっている。この間の学習内容については、「指導用参考資料」に例示されてい
るが、各学校が独自に教材開発を行い実施している所もある。ここではそうした学習として興
味深い取組みを行っている県立深沢高校の「課題解決プログラム」見て行きたい。 
 
（1）深沢高校とシチズンシップ教育の実践 
このプログラムの内容を見る前に、導入の経緯でも簡単に言及したが、深沢高校とシチズン
シップ教育の関係に触れておきたい。 
深沢学校は、神奈川県においてシチズンシップ教育が開始された当初から中心的な役割を
担ってきた。2005 年 6 月に神奈川県知事部局によって「若年層の政治参加の促進に関する研
究会」が設置され、同年 12 月に「若年層の政治参加の促進に関する提言」が出され、ここで
模擬投票を含めたシチズンシップ教育の必要性が強調される。県教委はこれを受け、2006 年
12 月に「シチズンシップ教育に関する研究会」を設置する。この研究会は 4 つの県立高校で構
成されたが、深沢高校はその 1 校として加わった（1）。 
また深沢高校は、2007 年年度から 2009 年度までの 3 年間、「学力向上推進及び特色ある県
立高校づくり推進事業」の一である「先進的教育活動」の中の「シチズンシップ教育の研究」
実践研究校 8 校の 1 校として指定を受ける。指定 8 校は、「社会参加や政治意識を高める教育」
「経済・金融教育」「モラル・マナー教育」の 3 つのテーマに分かれ実践研究を行った。深沢
高校は、「市民活動に対する理解や実践、模擬投票、模擬裁判などを通した社会の仕組みに対す
る実践的な理解の促進を図る教育等」の研究を行う「社会参加や政治意識を高める教育」実践
研究校 4 校の 1 校として 3 年間、シチズンシップ教育のカリキュラム開発に取り組んだ（2）。 
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深沢高校はこの取組みの中で、神奈川県のシチズンシップ教育の目的である「社会や経済の
しくみを理解・実践するために必要な知識や技能を身につけ、社会人として望ましい社会を維
持、運営していく力を育成する」ことを掲げるとともに、さらに同校独自の目的として「地域
社会に参加する意識や政治・経済に対する興味・関心を醸成し、積極的に社会参加する能力や
政治意識を高める」ことを掲げ（3）、2007 年度には、参議院議員通常選挙における模擬投票、
かながわハイスクール議会、裁判員制度に関する講演及び横浜地方裁判所見学、NPO の紹介
や就業・就学体験、地域との協働による地域貢献活動、2008 年度は、授業での模擬投票や模擬
裁判、総合的な学習の時間における体験活動、NPO や地域の自治会との協働、生徒会活動の
活性化を、そして 2009 年度には模擬裁判、高校生法律講座、租税教室などを行った。 
 
（2）「課題解決プログラム」の開発とその根拠 
深沢高校は、の 3 年間の実践研究を終えた後、2010 年度から新たに神奈川県「県立高校教
育力向上推進事業」のシチズンシップ教育に関する教育活動開発校の指定を受け、再びシチズ
ンシップ教育のカリキュラム開発に取り組む。ここから生まれたのが「課題解決プログラム」
である。このプログラムを開発した理由について、模擬投票は政治参加教育に極めて有効な手
段であるが参議院議員通常選挙は 3 年に 1 度で投票機会が限られていること、衆議院は解散が
あるために選挙実施が不定期的で指導計画に組み込む上で困難があること、また地方選挙も同
校の生徒が選挙区域を超えて通学している場合が多く、生徒が直接関連を持たないその選挙区
の選挙を活用する模擬投票の有効性に問題があることなどを挙げ、選挙の端境期にも何らかの
政治参加教育を行う必要があるためにこのプログラムを導入したとした（4）。そしてさらに次の
ような理由を挙げている。 
 
①知識を行動に結びつけられる体験学習の必要性 
まず日本の学校教育の全般的傾向として、具体性に欠け実践経験を積む機会が少ないことを
挙げ、これを克服する試みであるとしている。実践経験を積める授業があっても、個々の教員
が行うだけで全体的な活動として広がらない。また学年が進行するにつれて体験型の授業が減
少する。こうした状況の中で、講義中心の知識重視型ではなく、演習、発表、討議などの活動
重視型の授業とすることで、知識を行動に結びつけるプロセスを習得できるとしている（5）。そ
して自分たちで課題解決を図る学習活動は政治参加意識の向上を図る契機となり、地域貢献活
動にもるなることが期待できるとしている（6）。 
深沢高校が発行している報告書は、同校のシチズンシップ教育の取組みについて、模擬投票、
司法参加、ボランティアなどの活動でその意識を一定水準まで高めることができたものの、全
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体的問題として、地域社会の問題に関する知識や地域社会への帰属意識を高め、地域の問題に
関与しそれを発信するスキル、そしてこれを実際に行動に移す態度の育成が不十分であったこ
とを認め、地域の教育力の低下が言われている中で、これらを育成する取組みが今後の課題で
あるとした（7）。「課題解決プログラム」は、こうした反省から、参議院議員通常選挙が行われ
ない時期に、地域における課題探求・解決をめざす授業として開発されたものである。 
 
②主体的に社会参加する人材育成の必要性 
主体的に社会参加する人材育成という時代の要請も理由として挙げる。2006 年 12 月に改正
された教育基本法が第 2 条（教育の目標）第 3 号において「公共の精神に基づき、主体的に社
会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと」を求めていること、新学習指導要領
の方向性を示した平成 20 年 1 月中央教育審議会「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特
別支援学校の改善について」答申では「身近な地域社会の課題解決にその一員として主体的に
参画し、地域社会の発展に貢献しようとする意識や態度」の育成を求めていること、そしてシ
チズンシップ教育を推進している神奈川県教育委員会は「よりよい社会の実現に向けて、規範
意識をもち、社会や経済の仕組みを理解するために必要な知識や技能を身に付け、社会人とし
ての望ましい社会を維持、運営していく力を養うために、積極的に社会参加するための能力と
態度を育成する教育」と定義している。このように、主体的に社会に参加できる人材の育成は
時代の要請となっていることから、深沢高校のシチズンシップ教育は、「生徒が積極的・主体的
に社会に参加する能力と態度の育成」をめざす必要があり、そのためにこのプログラム開発を
行ったと述べている（8）。 
 
③基礎的、基本的知識の習得とこれを活用する学習活動の実施の必要性 
新学習指導要領がめざす基礎的・基本的な知識・技能の習得とこれを活用する学習活動も導
入の理由であった。新しい高等学校学習指導要領は、総則において、基礎的・基本的な知識・
技能の習得に加え、それらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力の
育成を求めている。したがってシチズンシップ教育でも、これらの学習活動が不可欠となる。
加えて深沢高校のシチズンシップ教育の最終目的が、課題の認識にとどめず活動へと結びつけ
ることにあり、そのためには問題解決学習が有効である。さらにこれまでの経験から、生徒に
課題意識を持って学習活動に取り組ませるには、課題が身近で、具体的、かつ生徒自身に関連
するあるいは必要な課題の設定が重要となる。最も身近な地域社会の事象に触れながら、地域
の様々な問題に気づき、その問題の解決を通して、社会形成への参画を体験きるようにするこ
とで、生徒にその地域社会の構成員であることを実感させ、社会の一員としての自覚を芽生え
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させることができる。これらの点を考慮して、基礎的・基本的知識の習得を図り、その知識を
活用し生徒の生活する地域にある課題の解決をめざして調査・検討を行い、さらにその結果を
実際に発信し解決を図る行動に移すことができるようこのプログラムを作成したとしている（9）。 
 
（3）「課題解決プログラム」の概要 
深沢高校独自の取組である「課題解決プログラム」の内容を見て行こう。「課題解決プログラ
ム」の単元計画は、以下のようになっている（10）。 
 
◇深沢高等学校の政治参加意識を高めるための「課題解決プログラム」の単元計画（全 7 時間） 
＊事前意識調査…政治や地域社会への関心度調査 
・第 1 時…………基礎的・基本的知識の習得（地方自治の仕組み、役割） 
・第 2 時…………基礎的・基本的知識の習得（条例の制定、議会の解散、首長・議員の解職請求権） 
＊中間意識調査…知識習得後の意識の変化調査 
・第 3 時…… 
……グループごとの学校周辺の課題調査（2 時間連続） 
・第 4 時…… 
・第 5 時…………発見した課題の整理、発表資料の作成 
・第 6 時…………発見した課題の整理、発表資料の作成 
・第 7 時…………検討内容の発表と提案意見の決定 
＊事後意識調査…学習活動後の意識変化調査 
 
 
このプログラムは地域に視点を置く。「身近な地域社会での課題解決に向けた取組み」をテー
マとし、学習目標も「地域社会の担う自立した社会人」の育成を掲げ、地域の諸課題を生活者
の視点で認識し、政治参加の観点から地域の問題を解決する手法を身に付けさせる問題解決型
のプログラムとなっている（11）。実際の授業は、1 年生対象の「現代社会」（必修）の地方自治
の単元と関連付けて扱われる。生徒の主体的活動が取り入れられ、クラスを数グループに分け
フィールドワークを実施して地域の問題点を見つけ発表し、グループで討議しながら解決策を
探り、実際に関係諸機関に問題点と解決策を照会する形で解決を図るというところまで踏み込
んでいる（12）。授業開始前、基礎的・基本的知識の習得後、そして単元終了後に分けて生徒の
意識調査を実施し、生徒の政治や社会に対する関心度の変化も測定する（13）。 
プログラムのメリットについて、第一に、施設・設備面の制約がなく、また準備に時間をか
けずに取り組むことができること、第二に、生徒に地域の問題を発見させることで情報収集の
スキルと思考力を養い、解決策を模索する中で情報分析力と討議のスキルを身に付けることが
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できること、第三に、解決策を提案することによって政治的リテラシーと表現力を体得できる
こと、そして最後に自分たちの提案に対して関係機関から回答を得られることで生徒の反応が
変わり、より積極的に地域にかかわろうとする効果が期待できるとしている（14）。 
 
（4）「課題解決プログラム」に対する評価 
 この「課題解決プログラム」については、次のように評価することができよう。 
第一に、国政選挙の端境期をうまく利用した政治参加教育プログラムである。参議院議員通
常選挙は 3 年に一度しか実施されない。その間の政治参加教育がどうしても空白となってしま
う。この期間に政治参加教育が行われないのであれば、参議院議員通常選挙と連携した模擬投
票も 3 年に 1 度の単なるイベントになってします。その意味で、その間のプログラムの実施は
重要で、端境期問題を解消する意義のあるプログラムであるといえる。 
第二に、プログラムを進めるため生徒の意識調査がしっかり行われている。まず事前学習に
入る前に、生徒の政治及び社会に対する意識調査を行い授業に反映させようとしている。授業
を成功に導くためには、生徒の興味・関心や認識・理解の状況を把握した上で授業を進める必
要がある。すべての授業でこの方法を取り入れることは不可能でも、新たな試みを行う場合に
は重要となる。新しい試みであるこのプログラムの実施に先立ち、事前調査を行うことで、生
徒の課題を把握し、そのた上でこれに対応できる教材や活動を提供できる。また事前知識の習
得直後にも意識調査を行い生徒の変化を確認することで、本単元の中心となる生徒の活動にこ
れを活かそうとしている。さらに単元終了後にも意識調査を行い、次年度の同プログラムやそ
の他の学習にこれを反映させようとしており、政治意識を向上させる学習を進める上で極めて
有効な方法であるといえる。 
第三に、生徒の主体的な体験活動がしっかり組み込まれている。もともと政治参加教育の充
実は、若者の政治離れや投票率の低下に対応するため導入された。政治離れや低投票率の一つ
の要因に、若者の政治参加の経験不足を挙げられている。授業に生徒の政治参加活動が組み込
まれることによって、すべての生徒がその活動を経験することになり、これが契機となり政治
を身近なものと感じ、さらに次に活動につながりやすい。その意味で、生徒の主体的な体験活
動は重要である。 
第四に、生徒に身近で具体的な興味・関心を引きやすい実践的な活動が組み込まれている。
自分たちに関わる身近で具体的なものは、生徒の興味や関心を引き、かつ理解を助ける。その
意味で、身近な活動を通して政治に触れさせることは重要である。自分たちの学校のある地域
を起点に、その地域の課題を生徒自身が実際に調査して地域の課題を発見できるように工夫し
ているという点で、生徒の積極的活動を導き出すことにつながるであろう。 
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第五に、対立する意見の調整という政治本来の役割を学習活動の中で体験できるものになっ
ている。生徒は、グループ活動によって課題を発見する。発見された課題は、グループ発表後
に市の関係機関に照会（問い合わせ）する形で解決が図られる。その際、発見した課題を全て
照会するのではなく、学級内で調整し絞り込む活動を取り入れている。政治とは、広義には様々
な対立する意見や利害を調整する機能を指す。政治は日々の生活の中に存在するもので、政治
家などの専門家だけのものではない。この政治の役割を自分たちが取り組む活動で理解できる
ように工夫されており、それを体験させる意味でこの活動は有意義である。 
第六に、課題の把握にとどめず、課題解決のために行動するところまで組み込まれている。
絞り込んだ地域社会の課題の解決策を自分たちの考えとして行政に発信・照会する活動に結び
つけている。この活動を通して、政治や社会に対して意識や関心があっても具体的な行動に結
び付かない生徒たちが、その手法を獲得して行動に移しやすい工夫がなされている。若者の政
治的や社会問題に対する無関心が問題とされ、その改善が求められている中で極めて有効な活
動になっているといえる。 
以上のように、深沢高校の「問題解決のプログラム」は、単なる課題の認識にとどめず、参
加活動に結びつけ、達成感を味あわせ、さらなる政治参加へとつなげて行くもので、政治参加
教育がめざす行動力の育成まで踏み込んだ取り組みであり、端境期の政治参加教育として有意
義な学習プログラムであるということができよう。 
 
（5）「課題解決プログラム」の問題点 
上記のように、「課題解決プログラム」は優れた実践であるが、この授業にも幾つか課題があ
る。このプログラムを実践した普川教諭自身も、言語活動の充実、プレゼンテーション能力や
他者と交流力の育成、取組みの継続性や全体性、さらに外部機関との連携等の点で課題が残っ
たとしている（15）。しかし深沢教諭が指摘する授業実践上の課題とは別に、より根本的な問題
を指摘できよう。 
それは選挙との連携問題である。すなわちこのプログラムで行われる地域活動と参議院議員
通常選挙に合わせた模擬投票をどう結びつけるかという問題である。「課題解決プログラムは」、
生徒に身近な課題を発見させ、解決策を考えさせ、これを学校の所在地である市の関係機関に
照会するという行動に結びつける。生徒に身近な地域で政治参加を体験させるものであるが、
地域の課題と参議院議員通常選挙がどう結び付くのか見えてこない。この選挙と「問題解決プ
ログラム」には実質的なつながりがあるだろうか。選挙の投票行動との結びつきという観点か
ら考えると、その関係が明確でない。あるとすればどのような関連なのか、この点を明らかに
すべきであるように思われる。 
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学校のある藤沢市の市長選挙や市議会議員選挙を活用する模擬投票については、生徒が選挙
区域を越えて通学している場合が多いことを理由に否定的である（16）。しかし地域との結びつ
き弱さを否定の根拠にするのであれば、藤沢市の地域の課題をテーマとする「課題解決プログ
ラム」自体、同じ理由で否定されることになってしまう。学校の所在地域は、そこで勉学に励
む生徒にとって単なる通学路だけではないはずである。その意味で市長や市議会議員選挙、さ
らには県知事、県議会議員選挙も重要である。もちろんこの点も考慮した上での判断であろう
が、再度、検討してみる価値があるのではなかろうか（17）。 
 
（1）その他の 3 校は模原高校、横浜平沼高校、相模原総合高校である。神奈川県立総合教育センタ 「ー＜
高等学校＞かながわシチズンシップ教育ガイドブック」平成 24 年 3 月 84 頁参照。 
（2）同上 86-87 頁 
（3）神奈川県立深沢高等学校シチズンシップ教育推進員会「シチズンシップ教育実践研究（平成 21 年
度報告）」2 頁 
（4）同上 5 頁及び神奈川県立深沢高等学校シチズンシップ教育推進委員会「シチズンシップ教育実践研
究（平成 24 年度報告書）」2 頁 
（5）同上 4 頁 
（6）同上 5 頁 
（7）前掲注(3)30 頁 
（8）普川芳昭「高等学校におけるシチズンシップ教育の実践－身近な地域社会での課題解決に向けた取
組みを通して－」神奈川県立総合教育センター長期教育研究員研究報告 9 号 2011 年 61 頁 
（9）同上 62 頁 
（10）この単元計画は、前掲注(1)ｐ5-6 及び普川・前掲注(8) 61－66 頁を参照し筆者が作成したもので
ある。 
（11）前掲注(4)「平成 24 年度報告書」2 頁 
（12）同上 5 頁 
（13）同 6 頁 
（14）同 2 頁及び 5 頁 
（15）普川・前掲注(8)65-66 頁 
（16）前掲注(3)5 頁 
（17）今後、予定される選挙を含めた藤沢市の選挙は下記の表の通りである。神奈川県知事選挙が 2015
年 4 月 22 日、神奈川県議会議員選挙と藤沢市議会議員選挙 2015 年 4 月、そして藤沢市長選挙が 2016
年 2 月に予定されている。参議院議員通常選挙と重なる時期もあるが、2016 年 7 月に予定される参議
院議員通常選挙を挟んで、2015 年の県知事・県議会議員・市議会議員選挙、そして 2016 年の市長選
挙が活用可能である。神奈川県知事選挙は 4 月 22 日、神奈川県議会議員と藤沢市議会議員選挙は 4
月 29 日の予定である。新年度間もない時期となり困難を伴うが、藤沢浜市長選挙の予定は 2 月半ば
であり模擬投票を十分実施できると考える。なお、東京都知事選挙に合わせた模擬投票として、東京
都立武蔵高校の実践がある。読売新聞 2001 年 4 月 29 日付 
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 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 
参院 
（7 月） 
◎   ◎   ◎   ◎   ◎ 
知事・議会 
（4 月） 
●    ●    ●    ● 
市議会議員 
（4 月） 
○    ○    ○    ○ 
市長 
（2 月） 
 □    □    □    
＊本表は藤沢市選挙ライブラリ「過去の選挙情報」http://www.city.fujisawa.kanagawa.jp を参照し筆者が作成した。 
 
 
6．高校生の政治参加能力形成から見た神奈川県立高校のシチズンシップ教育 
 
神奈川県立高校のシチズンシップ教育は 4 領域に分けら進められ、その一領域として政治参
加教育があることはすでに述べた。政治教育にあえて参加が加えられているように、ここでは
政治参加を進める教育活動が求められている。最後に、神奈川県のシチズンシップ教育の政治
参加教育を本稿のねらいである政治参加能力形成の側面から考えてみたい。 
 
（1）参加の 3 側面 
まず参加論について見ておこう。参加は、その対象領域から、社会参加活動、政治参加、行
政参加の 3 つ側面に大別できる。 
 
①社会参加活動 
社会参加活動とは、文字通り社会の諸活動に参加・関与することである。例えば青森県総合
社会教育センターは、その例として、福祉施設でのボランティア、学校支援ボランティア、清
掃活動、緑化活動、町並み保存、募金活動、点字翻訳、読み聞かせ活動、伝統芸能や祭り・昔
の遊びの伝承、スポーツや野外活動への協力、国際交流、学校行事への地域の住民の招待など
を挙げている（1）。なお、社会参加は、障がい者、高齢者、ニート、引きこもりなど、社会から
疎外あるいは排除されがちな人々の社会復帰の意味に用いられることが多い。 
 
②政治参加 
政治参加とは、何らかの形で政治に関与することである。論者によって定義は異なるが、代
表的な定義として「政府の政策決定に影響を与えるべく意図された一般市民の活動」を指すと
する捉え方がある（2）。そして主な政治参加の形態として、投票、選挙活動、地域活動、個別接
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触、暴力が挙げられる。投票は、衆議院議員総選挙や参議院議員通常選挙などの国政政選挙、
都道府県知事及び議会議員選挙、市町村長及び議会議員選挙などの地方選挙での選挙である。
選挙活動は、投票以外の選挙運動で候補者への投票依頼、候補者や政党への献金やカンパ、選
挙運動の手伝いなどである。地域活動には、環境保護運動、公害反対運動、平和運動などの市
民運動やごみ処理場の建設反対などの住民運動への参加、自治会・町内会での地域問題解決の
ために他人と協同した政治活動などがある。個別接触は、政治家や地元の有力者との接触であ
る。さらにクーデター、暗殺、騒動、反乱、革命など暴力も政治参加の方法であるとする（3）。 
 
③行政参加 
行政参加とは、国や自治体の行政過程、すなわち政策の立案・決定・実施・評価の過程に市
民が参加・関与することを指す（4）。行政参加の形態ないし手法は、従来の制度として、直接請
求制度（条例の制定・改廃の請求、監査請求、議会の解散請求、議員の解職請求、長の解職請
求、主要公務員の解職請求）、町村総会、住民訴訟、特別法に関する住民投票、請願、陳情があ
る。新たに展開しているものとして、審議会等の公募委員制度、市民会議、パブリック・コメ
ント、その他の試みとしてシンポジウム、アンケート調査、公聴会・住民説明会、ヒアリング
調査、ワークショップ、住民モニター、市民研究員などがある（5）。行政参加への期待は、近年
の地方分権化の流れの中で、市民側だけでなく行政側からも高まっている。 
 
（2）市民参加と住民参加 
政治参加や行政参加は、一般に市民参加や住民参加として言及される機会が多くなっている。
政策に市民や住民の意思を反映させようとするものである。背景には、地方分権の推進により、
自治体が独自の政策を展開することが求められるようになっていることがある（6）。 
 
③市民と住民 
市民参加や住民参加といわれるように、参加主体として市民あるいは住民の概念が用いられ
る。これについて、両者を区別して用いる考え方がある。一つは、地域性を基準に区別する考
え方である。居住する地域に住所を有するものだけを住民とし、市民はこれに限らないとする。
住民は基礎自治体のメンバーとしてのみ用いられる。一方、市民は、市町村の住民のほか、県
民、国民、さらにグローバル市民という用法があるようにより広い概念で用いられる。もう一
つは、実体に踏み込んで区別する考え方である。特定の利益のために行動する者を住民とし、
一方、自律性を持って自らの考えと判断で行動でき、かつ公的な事柄に関心を持つ公共心のあ
る者を市民とする。つまり市民は公共的な事柄に関連して自律して行動する者というニュアンス
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が強いのに対して、特定地域の利害に関心を持って行動するのが住民とする考え方である（7）。 
しかし基礎自治体（市町村）との関係では同じ意味に用いられ、近年ではあまり区別されな
くなってきている。 
 
①市民参加と住民参加の異同 
市民及び住民概念と同じように、市民参加と住民参加の概念も多様である。市民と住民概念
に倣って区別して用いられる場合がある（8）。住民参加は、その活動の地域性が強調される。こ
れに対して市民参加は、1960 年代後半に市民運動の活性化と共に普及したもので、市民の平和
運動などのように、地域性を超えた公益性のある広がりを持つ活動に用いられることがある。
しかしこれもまた、市民及び住民概念のように、同じ意味に用いられることが多くなってきて
いる。 
市民参加と住民参加が同じ概念として用いられながらも、活動の対象領域によって区別する
考え方がある。間接的住民参加と直接的住民参加に区分け、前者が自治体の長及び議会議員の
選挙する政治参加を指し、後者が行政参加を指すとする理解や、選挙、代表機関の選出といっ
た間接参加の形態を除いた直接的な参加形態だけに用いられる場合である。つまり住民参加は、
住民が地域づくりの担い手となり、選挙以外の様々な手法を用い、自治体経営や政策形成等の
過程である立案・企画、決定、実施、評価への参加・参画・協働を指すとする捉え方である（9）。
この他に、市民参加を「市民が地域的公共的課題の解決に向けて、行政や社会等に対して何ら
かの影響を与えようとする行為」と定義し（10）、参加の対象を①行政、②議会、③コミュニティ、
④NPO に分類して、このすべてを対象とした参加を広義の行政参加とし、①行政への参加の
みを狭義の行政参加とした上で、市民が行政の政策形成過程に直接または間接的に何らかの影
響を与えることを行政参加とする考え方もある（11）。そして狭義の行政参加を、行政の過程か
ら、政策形成（Plan）、政策実施（Do）、政策評価（See）の 3 つに分類する。政策形成には、
課題設定、政策立案、政策決定が含まれる（12）。課題設定は取り上げる政策課題を検討し設定
することで、政策立案は設定した課題を解決するための計画案を作成すること、政策決定は計
画案の中から採択する案を決定し予算措置をすることであるとする（13）。 
しかし現在、市民参加と住民参加は同じ意味で用いられる場合が多くなっている。広義には、
社会参加活動を除いた、国民・県民・市民・住民が、国政・県政・市政に参加するすべての行
為を指すものとして用いられる。この場合、政治参加と行政参加の両者を含むものとして用い
られるようになってきている。 
このように、参加に関する概念については様々な理解の仕方があるが、本稿の政治参加教育
との関係では、必要な場合を除いて、政治参加、行政参加、市民参加、住民参加を「政治参加」
― 47 ― 
の概念で一括りにして用いることにしたい。 
 
（3）深沢高校で実践されている参加学習・活動 
さて、上記の参加の 3類型に従って、深沢高校のシチズンシップ教育の活動を分類してみよう。
社会参加活動として就業・就学体験、ボランティア活動などの体験的活動が行われている（14）。
また地域の NPO や自治会との協働事業として地域河川である新川の清掃作業、部活動クリー
ンアップデーと称する部活動の全部員が参加する学校周辺地区の清掃作業、障がいのある子ど
もたちが通園する鎌倉市「あおぞら園」で毎年開催される納涼祭のお手伝い、深沢高校の文化
祭である深高祭への近隣地区幼稚園児や老人介護施設に入所者の招待、幼稚園クリスマス会へ
の生徒有志の参加・交流、神奈川県内の高校生が一斉に地域貢献に取り組む「地域貢献デー」
への参加などの活動が行われている（15）。政治参加については、参議院議員通常選挙に合わせ
た模擬投票、「かながわハイスクール議会」への生徒会代表参加、学級会・生徒会活動など、模
擬的な政治参加活動を挙げることができる。また行政参加では、「課題解決プログラム」の中で
生徒が発見した地域の課題を藤沢市の関係機関に照会する活動を行ったがこれに該当するとい
える。 
このように、深沢高校のシチズンシップ教育は、社会活動参加の側面では充実している。し
かし政治参加や行政参加の取組みは工夫されているものの、まだ十分とは言い難い。学校行事
や地域のイベントなどへの参加、あるいは動員の面が強いといえる。これは深沢高校だけに限
られるものではなく、神奈川県立高校全体、さらには日本の学校教育全体に当てはまることで
あるといってよい。 
（4）生徒の政治・行政参加が認められる事例 
近年、自治行政において、参加する住民の概念も拡張してきている。これまで参加できる対
象を、基礎自治体や広域自治体の区域内に住所を有する者（地方自治法第 10 条）に限定して
いたが、国籍や居住要件が緩和される傾向にある。日本国籍を持たない者、「区域内の会社に通
勤する者」や「区域内に存する学校に在学する者」も参加の対象となってきている。さらに年
齢要件も緩和され、満 18 歳以上、あるいは満 16 歳以上など未成年も対象とされる場合が出て
きている（16）。実際に子どもの政治・行政参加が認められた次のような事例がある。 
 
①条例制定過程に小・中・高校生が参加した事例 
川崎市は、2000 年 12 月に「川崎市子どもの権利に関する条例」を制定し、翌年 4 月 1 日に
施行した（17）。1989 年に国連で採択され、1994 年に我が国も批准した「子どもの権利条約」（児
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童の権利条約）を自治体において具体化するためのものである。この条例は、日本で初めての
子どもの権利に関する総合条例で、子どもの参加の権利（第 15 条）を規定するなど内容面の
画期性だけでなく、その策定過程に市民とともに中学生と高校生を参加させるという手続き面
でも画期的なものとして話題になった（18）。1998 年 9 月、当時の高橋清川崎市長が「川崎市子
どもの権利条例検討委員会」を設置し、子どもの権利条例案の策定を諮問する。同委員会は、
ワーキンググループとして「子どもの権利調査研究委員会」を設置し、そのメンバーとして市
民団体関係者、学校関係者、学識経験者のほかに、中学生と高校生 9 名が加わり、約 1 年 9 月
間審議が行われた（19）。さらに、子どもの意見を広く聴くために、小学生から高校生まで 30 名
が参加する「子ども委員会」が設置され、子どもの立場から条例案の検討が行われた。また同
条例によって、子どもが参加できる制度が新たに設けられた。市政に子どもの意見を反映させ
ることができる「川崎市子ども会議」（第 30 条）の設置である。川崎市では、この条項を根拠
に、子どもが市政に参加することが権利として保障されている。さらに同条例とは直接関係は
ないが、「学校教育推進会議」を設置している。同会議は、保護者、地域住民、教職員の他、子
どももメンバーとして参加し、開かれた学校づくりが行われている。 
 
②中学生の請願により条例が制定された事例 
中学生が請願代表者となり制定された条例がある。静岡市「路上喫煙による被害等の防止に
関する条例」（2006 年 10 月 1 日施行）である。 
同条例の制定は、静岡市内の中学 2 年生の男子生徒が、平成 17 年 11 月に同市議会に歩きた
ばこ禁止条例の制定を求めた請願がきっかけとなった。小学校 4 年生の時、レストランで食事
中に隣の席に座っていた人の煙草を吸い、持病の喘息を誘発した体験から、街頭署名を行って
署名を集めて市議会の請願書を提出し、全会一致で採択され、約 1 年を経て正式に条例として
制定された（20）。中学生が請願者代表となるという珍しい事例である。中学生の請願を認める
明確な法的な根拠はない。静岡市議会事務局に問い合わせたところ、日本国憲法第 16 条が請
願権を規定し、請願法がこれを具体化し、また 2005 年に制定された静岡市自治基本条例第 2
条（定義）の 1 項 1 号において「市民」について「市内に居住し、通学し、・・・」と規定し、
第 8 条（まちづくりに関する権利及び義務）1 項で市民のまちづくりに参加する権利を保障し、
2 項でまちづくりに参画する市民は「…年齢・・・にかかわらず、お互いが平等であることを
認識し」とし、そして第 17 条（市議会の役割及び責務）において「市議会は、・・・市民の意
見をまちづくりに反映させるように努めなければならない。」と規定していること、さらに静岡
市議会会議規則（非公開）などを挙げ、これらの法令の趣旨及びこれらの法令が中学生の請願
を明示的に禁止していないことから、中学生を請願代表者として認め、市の喫煙禁止条例制定
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の請願を受理したとしている。今後、条例の改正によって対象者を広げることはしないが、こ
れが先例となり同じような請願があった場合、受理する運用がなされる可能性が高いとのこと
である。 
 
③住民投票への高校生の参加を認める条例 
愛知県高浜市は、市政運営の重要事項に住民の意思を反映させるため 2000 年高浜市住民投
票条例を制定したが、2001 年 9 月 1 日に改正し、住民投票の有資格者として「年齢満 18 年以
上の日本国籍を有する者で、引き続き 3 月以上高浜市に住所を有する者」（第 8 条 1 項 1 号）
として、高校生を住民投票の有資格者と認めた（21）。高浜市はまた、2011 年 4 月 1 日に自治基
本条例を施行し、地域の身近な課題は、地域を構成する市民が最もよく知っており（前文第 1
段）、市民自治を育て、高浜市らしさ継続・発展させていくためには、まちづくりの担い手であ
る市民が持っている力を出し合い創りあげていくことが大切であるとし（前文第 2 段）、市民
参加によるまちづくりを進めているが、同条例第 6 条（子どものまちづくりに参加する権利）
では、「子どもは、社会の一員として、それぞれの年齢にふさわしいまちづくりに参加する権利
があります。」として、子どもがまちづくりに参加する権利を保障している。また第 2 条では、
同市に住所を有する市民の他に、「市内で学ぶ者」とし、市内に住んでいない者でも市内の学校
で学んでいる 18 歳以上であれば、まちづくりに参加する権利を保障するとしている。 
神奈川県大和市は、住民投票条例を制定し、大和市に住所を有することを条件に「年齢満 16
年以上の者に、市政に係る重要事項について、その総数の 3 分の 1 以上の者の連署をもって、
その代表者から市長に対して住民投票の実施を請求することができる（第 31 条）」として、高
校生にも住民投票の請願権を認めている。 
 
④市町村合併に伴う住民投票条例に中学生・高校生が参加した事例 
この他、市町村合併との関係で参加が認められた事例がある。1999 年から政府主導により、
少子高齢社会や厳しい地方財政への対応などの目的で、市町村合併が積極的に進められた。い
わゆる「平成の大合併」である。その際、合併の賛否を問う住民投票条例が制定され、その投
票に住民である子どもを参加させる条例を制定する町村が現れた。 
長野県平谷村は、住民投票に村の将来を担う若い人も参加させたいとして中学生以上を参加
させ実施した（22）。また沖縄県与那国島でも、町長が合併の是非を問う住民投票に中学生以上
を参加させる条例案を議会に提案した（23）。さらに佐賀県神埼郡三瀬村議会は、町村合併の是
非を問う住民投票条例を賛成多数で可決し、合併の是非に次世代を担う若者の声を反映させる
ため、投票できる有資格者を 15 歳以上の住民とした（24）。 
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⑤その他の参加制度 
 その他、直接的な参加ではないが、子どもへのアンケートによって子どもの意見や考えが届
けられる制度もある。八王子市は、「八王子市こども育成計画」の策定にあたって、就学前及び
小学校児童の保護者と、当事者である小学生から大学生までの子ども対象としたアンケートを
実施し、その意見を参考にした（25）。 
 
（5）参加の持つ教育機能と学校教育 
①参加の持つ教育機能 
このようにまだ限られているが、中学生や高校生、さらには小学生も自治体活動への参加が
認められる事例が出てきている。次に参加の機能を考えてみよう。 
参加の主な役割として、市民側からは市民の意思を反映させる機能、行政や議会の独善性の
防止、そして行政側からは市民のニーズの的確な把握、施設・事業の優先順位の明確化、地域
的公共課題の高度化への対応、個性かつ特色ある地域の創造などが挙げられる（26）。市民参加
は、選挙による間接的な政治参加以外の方法として市民の意思を反省させる重要な手段となる。
また人々のニーズや価値観が多様化する中で地域のニーズや課題の的確な把握は簡単ではなく、
市民のニーズを的確に把握するために欠かせない（27）。市民参加のない行政運営は考えにくく
なっている。 
これらの機能の他に、参加には参加者自身がその過程を通じて知識や技能を獲得するという
教育的な機能がある。 
参加の持つ教育機能について、現在、熊本県知事を務める政治学者の蒲島郁夫の考えが示唆
的である。「政治参加は市民教育の場としても重要である。市民は政治参加を通して、より良い
市民に成長すると言われている。市民は政治参加を通して自己の役割を学び、政治に関心を持
ち、政治に対する信頼を高め、自分が社会の一員であること、正しい政治的役割を果たしてい
るのだという満足感を覚えるようになる。さらに、市民は政治参加を通して政治システムへの
帰属を高め、政治的決定が民主的に行われた場合、たとえそれが自己の選好と異なっていても、
それを受け入れようとする寛容の精神を身につける。いわば、政治参加の過程で市民は他人の
立場に大きな配慮を払う思慮深い市民に育っていくのである。」としてその重要性を指摘してい
る（28）。 
蒲島が述べるように、政治参加には、自己の役割を学び、政治に興味・関心を持ち、自己の
政治的役割に満足感を得て、政治制度への帰属意識を高める上で極めて重要な側面がある。生
徒は、将来、市民として地域社会の一員として様々な責任を負うことになる。行政やまちづく
りへの参加体験によって、政治に興味や関心を持ち、地域の主権者としての意識を高めること
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ができるようになる（29）。学校教育でも、こうした政治参加が持つ教育機能について、改めに
しっかり考える必要がある。 
 
②参加をめぐる学校教育の現状 
社会状況の変化に伴う生活経験の不足が様々な問題を引き起こしていることが指摘されてい
る中で、生徒たちにとって参加体験はとくに重要で、学校教育にはその機会を提供する役割が
期待されている。しかし現在の日本の学校教育では、学習指導要領で義務化されているように、
ボランティアや奉仕活動などの社会参加活動ばかりが強調され、その一方で行政・政治参加の
側面が軽視されている。 
教育基本法第 14 条（政治教育）は、民主主義の実現には国民の政治的教養が必要であるこ
とから、学校教育における政治的教養の尊重を規定し（1 項）、一方で政治的中立性を確保する
ために学校教育における政治教育の限界を示し、特定の党派的政治教育を禁止している（2 項）。
しかし実際の戦後の学校教育では、安保反対運動や学園紛争などへの対応から、政治的教養の
重要性を認めながら、長い間、政治教育を学校教育から排除してきた。これが結果として若者
の政治に対する関心を削ぎ、低投票率をもたらしている側面が強い。若者の政治的無関心や低
投票率は、こうした教育行政の対応の結果であるといえる。しかし若者の投票率低下が続いて
おり、そろそろこの政策は転換されなければならない。こうした状況を改善するには、学校教
育において、疑似体験も含めもっと政治参加体験を増やすことが必要である。この問題を真剣
に考えているからこそ、神奈川県立高校のシチズンシップ教育も、政治参加教育を一つの領域
としているのである。 
 
③川崎市子どもの権利条例制定過程への小・中・高校生参加がもたらしたもの 
 川崎市の「子どもの権利に関する条例」の制定過程への小・中・高校生の参加は、参加の持
つ意義を例証したものといえる。制定過程に子どもと共に関わった研究者は次のように述べて
いる。条例づくりへの子どもの参加は、子どもの権利を保障するための条例であることから、
子どもの目線に立つべきで、当事者である子どもの意見を聞くことによってそれが可能となる
という考えに基づく。子どもの視点から出された意見は条例づくりに影響を与え、条文を子ど
もでも理解できる言葉で表現したこと、第 14 条（自分で決める権利）や第 15 条（参加する権
利）のように、国連・子どもの権利条約よりも踏み込んだ内容を規定することができるなど、
子どもの想いを込めた条例になった。さらに子どもの権利を当事者の子どもに普及するという
意味で子どもの参加は欠かせない。子どもの参加は、大人である市民や行政の子どもに対する
認識に変化を与え、行政も子どもの率直な意見を聴くことで大人たちだけの議論からは見えて
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こない子どもの現状を把握し、これを条例づくりに反映さえることができたとしている。条例
策定過程への子どもの参加の実践は、政治参加を体得する教育であったといえるが、大人自身、
そして行政の子どもに対する認識を変える機会でもあったという視点は重要である（30）。 
 
⑤参加と動員 
市民参加を「市民が地域的公共的課題の解決に向けて、行政や社会等に対して何らかの影響
を与えようとする行為」と定義した上で、その 3 つ目の要件として自発性の重要性を強調し、
動機がどのようなものであれ、自発性の無い強制的な市民参加は、動員であって参加にあたら
ないとする考え方がある（31）。学校で行われている社会参加活動の多くは、学校があらかじめ
準備し、生徒たちは何となく、あるいは仕方なくこれに参加するという形式が一般的で、奉仕
活動がその典型である。今の生徒たちは、放っておくと自分から何もしようとしないのだから、
大人が準備してやることは大切で、きっかけはどうあれ社会活動に関心を持てるようになれば
問題はないとする考え方もある。しかし押し付けでは長続きしない。参加の経験に乏しい学生
にその話をしても、リアリティに欠け関心を持ってもらえない。実際の現場に飛び込み様々な課
題を実感してもらうことが最も効果的だという意見は説得力がある（32）。まず自分たちが課題を
見つけ、これに興味・関心を持つというあり方が重要である。それがまた自分たちに身近な問
題であればなおさら良い。学校教育では、その仕掛けづくりが重要になるといえる。 
  
（6）深沢高校の「課題解決プログラム」に対する政治参加の観点からの評価 
神奈川県の全県立高校で行われているシチズンシップ教育の模擬投票とこれをめぐる学習は、
原則として参議院議員通常選挙に合わせて 3 年に 1 度に行われるだけである。また毎年行われ
る「かながわハイスクール議会」も、全県下の高校の生徒会代表の参加といったイベント的な
性格が強い。それゆえに、参議院議員通常選挙のない、いわゆる端境期に行われる学習活動が
重要になることについては既に触れた。深沢高校の「課題解決プロジェクト」は、これを補う
だけでなく、高校生の参加能力形成に資する興味深い実践となっている。 
このプログラムは、政治や選挙に関する基本的知識や問題点の学習後、グループ活動を通し
て生徒自らが地域社会の課題を発見し、解決を模索する体験をすることで地域社会への興味や
関心を持ち、その一員であるという帰属意識を高めるねらいがある。それだけに止まらない。
発見した課題を発表し、その後、学級討議を経て絞り込むという政治の機能、すなわち意見や
利害の対立の調整を体験する。さらに地域の課題の解決するために、自分たちで考えた解決策
を関係機関に照会するという形で解決を図る行動を組み込んでいるところに特色がある。また
事前学習で、条例制定に子どもが関与・参加した事例も紹介している（33）。これらの事例を提
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示することで、政治参加が自分たちにも身近な事柄であることを意識させことができる。それ
だけではない。静岡市喫煙禁止条例制定のように、明示的な根拠法令が無い中でも運用によっ
て中学生の請願が認められた事例を知ることで、限られた中で解決策を模索する活動につなが
る。管見の限り、深沢高校が所在する藤沢市には、子どもの政治・行政参加を明示的に認める
制度が見当たらず、その中で生徒たちが見つけ出した課題を解決するには、関係機関に問い合
わせる「照会」の形で自分たちの考えた解決策を提示するしかなかったが、この行動は担当教
師の支援とともに、先例から教示を得たものといえよう。 
これまで子どもたちは、精神的・肉体的な未発達や権利の保護を理由に、法令上に明確な根
拠がある場合を除いて、大人に認められている権利の行使が制限されるのは当然のことと考え
られてきた。この事例は、静岡市歩きたばこ禁止条例とともに、明示的な法令上の規定がない
中で、子どもが自分たちの要求を実現できた先例として、自治体の枠を越え広がる可能性を持っ
ている。こうした政治・行政参加体験を重ねることによって、生徒の参加能力は育成されて行
く。そしてそれは、実際に活動を行った生徒たちだけでなく、それが一つの文化となり、まだ
経験していない生徒たちにも影響を与え、その生徒たちの参加能力形成に資するものとなると
考える。その意味で、深沢高校の「課題解決プロジェクト」は、幾つかの課題は残るものの、
生徒の政治参加能力の育成を図る有意義なプログラムであるといえよう。 
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むすびにかえて 
 
神奈川県立高校で実施されているシチズンシップ教育について、導入の経緯、背景要因、ね
らいを概観し、具体的な学習プログラムを検討して、最後に高校生の政治参加能力形成の観点
から課題を考察し、今後の政治参加教育のあるべき方向を示した。 
神奈川県立高校のシチズンシップ教育は、政治参加教育を一つの柱に据え、学校で高校生に
政治参加の経験をさせることによって政治意識を高め、若者の政治的無関心や投票率の低下問
題に対応しようとしている。その中心となる模擬投票をめぐる学習は、実際の選挙と関連付け
て模擬投票を行い政治参加を疑似体験させるものである。しかし参議院議員通常選挙に合わせ
て実施されるため、3 年に 1 度しか行われず、学習時間の点で課題がある。また運用次第では、
選挙の仕組と投票方法を学ぶだけのイベントに終わる恐れもあり、目新しい授業として一時の
興味・関心を引いても、政治意識を高められるかどうか疑問が残る。それゆえに、模擬投票が
実施されない期間の政治参加教育が重要となる。 
その間の政治参加学習については、シチズンシップ教育の実践モデルを示す「指導用参考資
料」で活動例が示されているが、基本的に各高校に委ねられている。シチズンシップ教育実践
研究校として教材開発を行ってきた深沢高校は、独自に「課題解決プログラム」を開発し実践
している。このプログラムは、事前学習によって地方自治に関する基礎知識を獲得した上で、
生徒が地域の課題を発見し、その課題を発表・討議して絞り込み、解決策を模索し、さらにこ
れを実現するために行動に移すというものである。地域に基盤を置いた一連の学習活動は、知
識の習得、活用、発表、討論、解決策の検討、さらに解決活動へと結びつける考え抜かれた授
― 55 ― 
業案になっている。このプログラムも、先の参議院議員通常選挙に合わせた模擬投票との結び
つきが弱いという課題は残るが、生徒に政治参加体験させる学習として優れており、また併せ
て新学習指導要領のねらいも実現しようとする意欲的なプログラムになっている。 
しかこのようなプログラムの開発や実践は、深沢高校のような実践研究歴の長い学校にとっ
て比較的容易に進めることができても、その他の高校はどうであろうか。優れた実践も、特定
の教員や学校の活動にとどまり、全県的に、さらには全国的に広がらなければ、若者の政治参
加能力の育成にはつながらない。 
若者の政治的無関心や投票率の低下は、日本の学校教育が政治的中立性を理由に、政治を極
端に遠ざけてきたことに大きな原因があることを政府機関も認めている（1）。本論でも触れたよ
うに、教育基本法は、民主主義の実現のために国民の政治的教養が欠かせないことを認め、学
校教育での政治的教養の尊重を規定し（第 14 条 1 項）、そして一方で政治的中立性を確保する
ため、特定の政党を支持する党派的な政治教育を禁止している（同 2 項）。戦後の学校教育は、
安保反対運動や学園紛争などへ対応から、教育基本法を厳しく運用し、政治的教養の重要性を
認めながらも政治教育を極端に排除してきた。この姿勢は今も変わっていない。これが結果と
して若者の政治に対する関心を削ぎ、低投票率をもたらしている側面が強い。若者の政治的無
関心や低投票率は、こうした教育行政の対応の結果であるといえる。 
若者の政治的無関心や投票率の低下問題は、参加権の保障だけでは解決しないことを、何よ
りも現状が論証している。解決には、早い段階からの政治参加の経験が欠かせない。それゆえ
に学校教育での政治参加教育は重要となる。政治学者の蒲島郁夫は、政治参加が市民教育の場
として重要であることを指摘している（2）。政治参加には、政治に興味・関心を持ち、自己の役
割を学び、満足感を得て、政治制度への帰属意識を高める重要な側面がある。この参加の持つ
教育機能をもう一度しっかり考えるべきである。生徒は、将来、市民として様々な責任を負う
ことになる。行政やまちづくりなどへの参加体験によって政治に興味や関心を持ち、やがては
主権者として意識を高めることができるようになる（3）。学校も、こうした政治参加が持つ教育
機能を認め、参加活動を積極的に取り入れて行く必要がある。イギリスは、2002 年に教科「シ
ティズンシップ」を公立の中等教育学校で必修化した。その推進役を担った政治学者バーナー
ド・クリックも参加民主主義の推進論者で、「政治的リテラシー」を同国のシティズンシップ教
育の一つの柱としたのはこうした考え方に基づく。 
政治参加の体験が、政治的問題への興味・関心を高め、参加能力を形成し、さらに参加行動
へつながり、そして投票率の上昇へと結びつくと考えるなら、子どもの頃から市民となり、権
利を行使し、義務を果たす将来を想定した活動が重要となる。まだ限られているが、我が国で
も幾つかの事例が出てきている。条例制定過程に小・中・高校生が参加しその意思が反映され
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た川崎市子どもの権利条例、高校生を含む 18 歳以上の若者に住民投票を認める高浜市住民投
票条例、市町村合併の際の住民投票に中・高校生の参加が認められた長野県平谷村や沖縄県与
那国島の事例、子ども育成計画策定にアンケート調査の形で小・中学生の意見を反映させた八
王子市の事例など、子ども参加が制度として保障された事例が出てきている。明示的な法的根
拠がない中でも、中学生の請願によって条例が制定された事例や「照会」（問い合わせ）によっ
て地域の課題を解決に導くことができた深沢高校の実践例がある。こうした子どもも政治参加
できる事例を授業の中で積極的に紹介し活用して行くべきである。 
そしてもう一つ重要なことは、「現実の政治」に触れさせることである。そもそも政治とは、
対立する利害の調整をその主たる任務とする現象である。この現象は、日々の生活の中にあり、
その役割は政治家だけに委ねられるものではない。であるなら学校で育成される政治的教養も、
単に政治原理や制度等の知識の習得に限定されるべきではない。また一切現実の政治に触れさ
せないことでもない。対立する様々な意見に触れさせ、これを対比しながら解決策を模索させ
る、そのことによってこそ、学校教育の政治的中立性のねらいが達成されるといえよう。今回、
残念ながら、紙幅の関係上、言及することはできなかったが、ドイツでは「現実の政治」に触
れさせる政治教育が行われている（4）。この考え方は、神奈川県立高校にシチズンシップ教育を
導入するきっかけをつくった松沢前知事の考え方と共通する。そろそろ日本の学校教育も、一
歩踏み込んだ政治教育を行う時期に来ているといえるのではないだろうか（5）。特に有権者とな
る時期が迫っている高校生に対する教育ではそれがいえよう。 
もちろんその前提には、学校の民主化と様々な決定過程への生徒参加の機会の拡大が欠かせ
ない（6）。学校での政治参加能力形成の機会は、教科学習だけにあるわけではない。生徒会活動
などの日々の活動の中にもあり、この活性化も同時に考えて行くべきである（7）。そしてさらに
それらの活動をしやすくするため、学校文化も変えて行く必要がある。とくに教師の生徒観と
政治参加教育に対する意識変革が必要であることは言うまでもない。 
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